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「転形問題」再論
一一リピエッツとパリスの所説をめぐって一一

赤堀多美雄

はじめに

周知の如く，マルクスの「価値の生産価格への転化」をめぐっては，ベーム=パヴェルクと

ヒルファディングの論争以来，様々な議論が行われてきた。とりわけ，ボルトケヴイッチが費

用価格の生産価格化を組込んだ形で「価値の生産価格への転化」を定式化して以来，価値総額

は生産価格総額に等しく，剰余価値総額は利潤総額に等しい，というマルクスの総計一致の 2

命題の成否を中心に議論が展開された。いわゆる「転形問題」がこれである。

「転形問題」は， 1970年代に大きな盛上りをみせた。その論争の過程で，①資本は流動資本

のみから成り，②技術は固定的でかっ所与であり，③労働は総て同質の単純労働から成る，と

いう仮定のもとでは，価値によって規準化された生産価格が厳密に定式化できることが明らか

にされ，また，マルクスの基本定理一一利潤率が正であるための必要十分条件は剰余価値率が

正であることであるーーという形で「価値の生産価格への転化」の意義づけがなされたことに

より，「転形問題」は基本的な点では解決をみたと言えよう。とりわけ，置塩・森嶋・シート

ン・カテフォレメ翌年l乙よる定式化は， 「転形問題」についての大きな貢献である。
ところで最近，この今や通説になりつつある観のある置塩一森嶋タイプの「転形問題」の解

決法に対して， 2 つの対照的な解決法が提示された。 1 つはリピエッツの「新しい解品)であ
り， もう 1 つはパリスの「価格の労働面値からの事離率 (the magnitude of the percentage dev-

(1) 胃:塩信雄，『マルクス経済学 価値と価格の理論 ~，筑摩書房， 1977年， Morishima, M. and F. 

Seton,“Aggregation in Leontief Matrix and the Labour Theory of Value", Econometrica, Vol. 29, 

No.2 , April, 1961,' Morishima, M., Marx's Economics:A Dual Theory ofValue and Growth, Cambridge 

Vniversity press, 1973.，高須賀義博訳，『マルクスの経済学一斗面値と成長の二重の理論一一~ ，東洋経

済新報社， 1974年， Morishima, M., and G. Catephores , Vale , Expl oi tation and Growth: Mαrx in the 

Light 01 Modern Economic Theory , McGraw-Hill, 1978，高須賀義博・池尾和人訳，『価値・搾取・成長

一一現代理論からみたマルクス一一←~，創文社， 1980年，を参照
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赤堀多美雄

出ion of prices from labor v刊alu吋の特定化」止としての「百分比定￡誠{permC閃仰cen町叩nt凶ag酔e form叫)J で、
ある。以下，本稿でで、はリピエツツとパリスの所説を検討する。そして， 「転形問題」の議論で

これまで見落されていた論点を摘出して，彼らとは違った視角から，一つの解決を提示し

fこし、。

1.予備的考察

本題に入る前に，「転形問題」について簡単に要約してお乙う。単純化のために前述のq渇

③を仮定し，記号を次の様にとる。

X: 生産総量(列)ベクトル X =(xi) 

A: 価値(価値価格) (行)ベクトル ル A=(λ 』

P: 価値(行)ベクトル P=(pi] 

C: 投入係数行列 C=(Cij] 

L: 労働投入(行)ベクトル L =  ([;) 

D: 実質賃金率消費財バスケット(列)ベクトル D=(di1 

r :平均利潤率。

価値価格体系は

A=AC+L (1) 

という連立方程式で表現できる。乙の場合，資本の有機的構成が異なる限り各生産部門の利潤

率は相異なる。資本の競争はかかる不均等な部門利潤率を均等化させ，

P =(1 +r) A (C+DL) (2) 

という生産価格体系を成立させる，というのがマルクスの「価値の生産価格への転化」論の要

旨である。

(2) Lipietz, Alain,“The So-Called ‘Transformation Problem' Revisited'; Journal of Economic Theory, 
Vol. 26, No.1 , Feb. 1982. また，リピエッツの論文に対する論評， Duménil, Gérard,“The So-Called 'Tｭ

ransfrmation Problem' Revisited: A Brief Comment" と Flaschel， Peter,“The So-Called ‘ ITransformation 

Problem' Revisited : A Comment;' およびそれらに対する解答， Lipietz, Alain,“The So-Called ‘Transfor

mation Problem' Revisited:A Brief Reply to Brief Comments" カ" Journal of Economic Theory , 

Vol.33, No.2 ,. August, 1984 のpp340-355I乙掲載されている。猶，本稿作成中に津戸正慶rl"転形問題』と

『労働力の価値』概念一一リピエツ i乙よる『新しい解決』をめぐって一一J ， Il"大阪府立大学経済研究』第31巻，

第 l 号， 1985年; 12月，を得た。

(3) Parys, Wifried,“The Deviation of Prices from Labor Values"' , The American Economic Review, 

Vol. 72. No. 5 , Dec. 1982. 
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「転形問題」再論

しかしながら，ある商品の生産価格はその商品の買手の産業にとっては費用価格であるから，

費用価格を価値価格のままにして「価値の生産価格への転化」を論じているマルクスの議論は，

明らかに不充分である。したがって生産価格体系は

P=(l + r) P (C+DL) (3) 

というものでなければならない。かくして「転形問題」は，価値価格体系から生産価格体系を

いかなる論理で導きだすことができるかということに論点が絞られるので、あり，形式的には(1)

式から (3)式をいかにして求めるかということになる。

(2)式で示されるマルクスの「転化」は，価値価格で平均利潤率を計算しその平均利潤率を価

値価格で!の費用価格にマーク・アップする，というものである Q レたがって(2)式は，

A X 
P= ・ A(C十DL)

A (C+DL)X 
(4) 

と書くととができるのであり，マルクスの「転化」は，形式的には(4)式において右辺によって

左辺が決定されるというものである。マルクスは(4)式に示される「転化」手続きを 1 回で打切

ってしまったため l己 4費用価格が価値価格のままに残されてしまったのであるが，乙の「転化」

手続を順次繰返してゆけば，価値体系(1)式が生産価格体系(3)式に収束してゆく乙とを明らかに

したのが置塩信雄氏である。

置塩氏の議論は，形式的には

Pt. X 
Pt+ 1= ・ Pt (C+DL) (5) 

Pt(C十DL)X

という反復計算をR=A である t= 1 から始めてt =∞まで遂行してゆく乙とであれ数学的

には初期値A をエルゴード解PK転換することである。その場合，収束値である生産価格P は

投入係数行列C+DL のフロベニウス(行)ベクトルとなり，投入係数行列 C+DLのフロベ

ニウス根をρ とすれば，、平均利潤率 T は r=(1/ P )-1 となる。留意すべきは，生産価格P

と平均利潤率Tとが生産総量Xからは独立的に決定されるという点である。

ところで，平均利潤率Tは価値タームでの平均利潤率 n={AXノA (C+DL) X}-l とは必

ずしも一致しない。 (5) 式の反復過程において，生産価格総額は価値総額に等しく (PX 

=AX) 総計での変化は生じないが，利潤総額は一般的に tは粛除価格総額から事離するからであ

としたがって，ある規準化のもとで価値総額は生産価格総額に等しく剰余価値総額は利潤総
額に等しいという 2 つの命題が同時に成立することと，平均利潤率が価値タームでの平均利潤

率と一致する乙ととは，同値なのである。

他方，各生産物の総投入量とそれらの産出量との聞に一定の比例関係が存在すれば，価格の

(4) 置塩， op. cit .，第 4 章，特l乙pp229・39を参照
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赤堀多美雄

如何を問わず平均利潤率は一定であるととから，生産総量 X が投入係数行列C+DL のフロベ

ニウス列ベクトル豆牢で示される状態にある時には，平均利潤率と価値タームでの平均利潤率

とが一致する (γ =r.l)。乙とになる。森嶋通夫氏は，マルクスは「価値の生産価格への転化」

の前提として暗黙裏に生産量 XがX* となるような「転化」操作を行ってい己?として産出量
をX*に調整したうえで，

A DLX* 
r = e • A (C + D L) X* -r (6) 

( 1-AD ¥ 
e :剰余価値率， ( = ) ¥. e= AD ノ

という森嶋一シートン方程式を媒介にして，「転形問題」を解決した。すなわち，平均利潤率

rは価値価格体系の諸範轄で、規定されており，それはまた価値平均利潤率引と一致する乙と

から，ある規準化を行えば，生産価格総額は価値総額と等しく利潤総額は剰余価値総額に等し

いという総計一致の 2 命題は同時に成立する乙とになる。

しかしながら，以上の「通説」に問題が無いわけではない。さしあたって，平均利潤率の決

定が生産構造Xから独立的である乙と，総計一致の 2 命題はやはり X=X*のとき以外には成立

しないという点についての経済的意味づけが欠除している乙とを指摘しておとう。

H. リピエツの「新しい解法」

I 節で瞥見した「通説6: は，多くの学者が考えている以上I乙マルクスの命題lζ適合するけれど
も，依然として重要な点で‘マルクスの考え方からかけ離れている，と述べたあとで，リピエッ

ツは 2 つの点を指摘する。

その 1 つは「搾取についての労働価値説が生産価格の計算のための論理的先行要件であると

いう乙とであっても，乙のととは通常の転形アルゴリズムの中には明確に現われてはいない。

『見たい』のは，利潤率均等化過程で諸商品の上に価値が再分配される乙とである」という点

であり，もう 1 つは「産出構造と価値からの価格の事離との聞に一定の関係が存在するという

(5) r 1 丁の鋸， 1 本の鎌， 1 台のブルドーザー， 1 台の旋盤， 1 本のぺン， 1 足の靴等々を生産する乙とか

らうみだされた剰余価値を l 対 1 の割合で集計すべきでないととは，素人目にも明らかである。それゆえに

われわれは，マルクスの方程式体系では各セクターのスケールは適当に調整されているという見解を，彼自

身は『資本論』全 3 部のど乙にも乙の点を明示的にはのべていないけれども，受け入れざるをえないのであ

る。乙のととは，マルクスが舞台裏で乙っそりと行っていた操作であるが，それを舞台にひきださねばなら

ないω(Morishima，M.， & Catephores, G., op. cit. , p.162，邦訳210ページ)。その調整とは，「剰余生産物を

平均率よりも大きな(小さな)率で生産するセクターの新しい操業水準はもとの水準よりも小さく (大きく)

なるように，産出量ベクターが調整される J (ibid., p. 162，同， 211ページ)乙とである。

(6) リピエッツは当該論文の中で「森嶋タイプの解法 (solutions of Morishima'5 kind) J を the accepted 50 -

lution, the u5ually accepted 50lution, the currently accepted solutionと呼んでいる。
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「転形問題」再論

乙とであっても，転形問題の通常の解決方法においては，その乙とは r事後的』に現われる。

マルクスの方法では産出構造が……利潤率と生産価格を決定するパメラーターとして現われる

のであるが，通常の転形方法においては労働者の消費構造がとの決定パラメーターの役割を演

ずる様に思われむという点である。
最初の点は総計一致の 2 命題に係わるもので、ある。リピエッツによれば，乙れまでの転形方法

の欠陥は，可変資本を不変資本と同様に取扱った乙とに起因する。

「通説」は労働力の価値を賃金パスケットで定義している。つまり，労働力の価値をω とす

れば， ω=ADで、ある。したがって価値が価格に転化すれば，不変資本部分が ACから PC Ir. 

転化するのと同様，可変資本部分も ADLから PDLK転化する。

他方，マルクスは労働力の価値を支払い労働量で定義している。つまり ω =l/(e+l) な

のである。乙の式の意味することは，労働力 1 単位の価値は付加価値に占める支払い労働の割

合である，という乙とであるから，労働力 1 単位の価値は価値表示での賃金分配率と同じにな

る。そして，「可変資本すなわち賃金は，それが付加価値のシェアつまり『時間数』を意味す

る限り， (価値の生産価格へのー引用者)割以よってもそのまま時たれるアのであり，
マルクスもその様に考えていた，とリピエッツは述べている。したがって生産価格体系は

P=( 1 +r) (PC+ωL) = (1 +r) (PC+ADL) (7) 

とならなければならないのである。

以上の犠に問題の所在 (The Root of the Question) を示したのち， リピエッツは，価値の

生産価格への「転形問題」は「ある期聞に生産されその同じ期間の純生産物 yK体化されてい

る総付加価値・・・・の再分記の問題であるとして，彼の「転化J モデルを展開する。つまり
「利潤率の均等化の過程で商品の上に価値(正確には付加価値一一引用者)が再分配される乙

と」を「見る」乙とによって，「搾取についての労働価値説が生産価格の計算のための先行要件

であること」が明らかにされると言うことになるのである。

きて， リピエッツの「転化」モデルにおいては，生産価格は付加価値が生産物の上に再配分

されたものであるから，必然的に

(7) Lipietz, op. cit. , pp. 73-4 

(8) ib id., p. 76. リピエッツは『資本論』から「不変資本部分について言えば，それ自体は費用価格プラス剰

余価値lζ等しししたがって，いまでは費用価格プラス利潤に等しい。そして，乙の利潤もまた，それが代

位する剰余価値よりも，より大またはより小でありうる。可変資本について言えば，確かに平均的な日労働

賃金は，つねに，必要生活手段を生産するために労働せねばならない時間数の価値生産物に等しい。しかし，

乙の時間数は，それ自体また，必要生活手段の生産価格の価値からの偏惰によって，変造されているω(K.

マルクス， 「資本論 j，岩波文庫1969-70年版，第 6 冊分， 252ページ。)という部分を引用してとのことの

論拠としているが，説得的では無い。

(9) ibid. , p.76. 
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Ay=Py=A(I-C) X=P (I-C) X (8) 

が成立する。つまり，純生産物全体の価値総額と生産価格総額とが一致するという命題が，社

会的総生産物の価値総額が生産価格総額と一致するという命題に代るものとして，必然的に成

立するのであ 41!
加うるに，前述の如く，リピエッツは可変資本すなわち賃金は価値が生産価格に転化しても

不変のままであるとしているのであるから，純生産物の価値総額と生産価格総額とが一致すれ

ば剰余価値総額と利潤総額との一致が成立すよととは自明で、ある。かくして， リピエッツの
「転形」モデルにおいては，総計一致の 2 命題は純生産物の価値総額と生産価格総額との一致

と剰余価値総額と利潤総額との一致が同時に成立するという形で両立するととになる。その場

合，価値総額と生産価格総額との一致が社会的総生産物については成立するとは限らない乙と

はいうまでもない。したがってまた，平均利潤率は必ずしも価値タームでの平均利潤率と一致

しないのである。

次に，平均利潤率および生産価格が消費構造ではなく産出構造に依存するという論点につい

てみてゆとう。マルクスによる平均利潤率 T の定義は

r=eωLX/(PC+ωL) X=e/{ (PCX/wLX)+ 1} (9) 

である。つまり，マルクスは平均利潤率を「搾取率，各部門の生産の技術係数および部門聞の

社会的労働の配分，またそれ故生産構造の関説!として定義しているのであるが，技術係数C ，
Lが消費構造Dから完全に独立的である点で森嶋タイプの解法と本質的に異なヮている，と

リピエッツは，述べている。

(10) 価値と生産価格との総計一致を総生産物についてではなく純生産物について論ずべきである乙との論拠と

して，リピエッツは『資本論』から「乙の計算が社会の総生産物に適用される場合には，訂正が行われる，

というのは，全社会が考察されるならば，たとえば，亜麻の価格lζ含まれている利潤が 2 度現われる乙とは，

すなわち亜麻布の価格の一部としてと同時に，亜麻生産者の利潤の一部として現われる乙とは，できないか

らである叫 (r資本論J，向上， 251ページ)という部分を引用し，単純に全生産物の価格を合計する時には利

潤が重複されて計算されてしまうという乙とを挙げているが，的外れであり説得的では無い (ibid.， p. 76). 

猶，リピエッツは， r!価値の生産価格への転形」を縦性産物に対して適用する乙とと，労働力の価値を付加価値

のシェアとして捉えるというリピエッツの「転形」モデルを支える 2 点は， Dumenil, Gerard “ Beyond the 

Transformation Riddle : a Labor Theory of Value", Science&Society, Vol. 47, No.4 , winter 1983-4 , 

K負っている旨断っている (idid. ， p.60 and p. 74). 

(11) 剰余価値総額は付加価格総額から賃金総額を差引いた差額であるから，

( 1 一切)LX=A(I-C) X-wLX. 

他方， P(I-C) X=A(I -C) Xであるから，

( 1 一 ω)LX=P (1 -C)X-wLX=PX一(PC+ωL)X.

また， P=( 1 + r ) (PC+ωL) であるから

( 1 一 ω)LX= r (PC+wL) X 

(12) Lipietz, op. cit. , p. 78 
(13) ib id., p. 80 
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「転形問題」再論

きて，

p= (1 +r) (PC+ωL) 

より P=初L(I/(1+T)-C)1であれ他方労働力の価値の定義より ω (1 +e)= 1 であるから，
Ay=Py=A(I-C)X=P(I-C)X1(8) 

はωL(I/ (1 +r)-C y= (1 十e)wAyと書くことができる。したがって

e =L(I/ (1十 r) -C)y/ A y-1 (1日

となる。ここでずを yl乙平行でAy地 =1 であるベクトルとすれば，

e=L(I/(l +r )-C) y *一一Ay* (11) 

となり， L =A (I-C) であるから

e=A [ (I-C){I/(1+T)-C)LI ] y*

=A ({rI/( 1 +r) +1/( 1 +r) -C}{I/( 1 + r) -C}-I]ず

= r A{I一 (1 +r)C}y*' 

となり，また e は T の連続的増加関数であるから，変換して

r = f (ず. e ) (12) 

を得る。かくして，平均利潤率(および生産価格)が産出構造 y I乙依存して決定されること

が明らかになる，というのがリピエッツの主張である。

この平均利潤率が産出構成l乙依存して決定されるという点を強調することは重要である。し

かし(12)式は明らかに(7)式と矛盾する。 (7)式では r， P は yからは独立的に決定されるからであ

る。結論的に言えば，問題は，これまでの議論が両式で決定される平均利潤率を同一視してきた

ということにある。第百節で詳しく述べる様に， (7)式で決定される利潤率は均等利潤率であり，

(12)式で決定されるのは単なる平均利潤率なのである。ともあれ， (7)式と (12)式との関連が不聞に

付されたままであるという点で， リピエッツの議論は説得的ではない。

ill. パリスの「百分比定式J (“percentage formula" ) 

リピエッツの「転化」モデルが総計一致の 2 命題を純生産物に関して再定式化しているのに

対し，「転形問題」の 1 つの論点で、ある生産価格の価値からの事離を，直接的投入だけでなく

間接的投入をも含めた概念を用いて，レオンティエフースラッファ体系の枠組の中で百分比的

に特定化して定式化したのが，パリスの「百分比定式(“percentage formu川(1) で、ある。
パリスによれば，マルクスは「相対価格と労働価値とは必ずしも一致する必要がないことを

よく知っていたが，それらの事離の方向は相異なる産業の資本の価値構成の大小に基づ、いて説

(14) Parys, op. c it. , p. 1210 

- 7 -
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明きれうると主張しfji のであり，マルクスの主張は次の命題に纏めるととができる。つまり，
2 つの任意の商品 iとjの生産価絡比率Pïlpi は，産業jの価値構成が産業iの価値構成よりも大き

い(小さい)場合にのみ，それらの価値比率 λjλi よりも大きく(小さく)なる，という命題

であり，本稿での記号を用いれば，

pj/PiミÀ i/Ài ヒニキACj/A Dl之AC;/ADli 

と表現できる。

しかしながら，乙の命題は一般的には成立しなしゼだが，マルクスの様に生産に必要とされ
る直接的商品投入のみを考察の対象とするのではなく，直接間接に必要とされる全商品投入

を考察の対象とするならば，価値からの生産価格の事離を厳密に定式化する乙とができるので

あり，マルクスの命題はより明確な形で証明する乙とができる，というのがパリスの主張であ

る。以下，彼の論述をみてゆとう。

貨幣賃金率をω とすれば，生産価格体系は

p= (1 +r )(PC+ωL) 仰

となる。また，価値(価値価格)体系は

A=AC+L 

であるから， A=L(I-C)L なり，商品 j の価値Ajは
λi=L(I-c)ei 但しei=(0 0 …… o 1 0 …… 0)' (14) 

と表わされている。]

さて，「純生産物が 1 単位の商品 jそれ自体のみから成り，他のどの商品も純生産物の構成要

素としてはゼロである(生産一一引用者)体系を『商品 jの生産のための小体系，h あるいは

簡単に F小体系iJと呼点とすれば，小体系j=Sjは
Sj=CSj十ej

という関係より

(15) 

Sj= (1 -C) e j (16) 

と表わされる。したがって小体系 j で用いられる直接労働の量は

(15) ibid, p1208 

(16)森嶋氏は，総ての「産業が 1 次従属」であるか，資本財産業の資本の価値構成が総て同一である場合には，

乙の命題が成立する乙とを証明している。前掲Morishima， Marx'sEconomics , pp. 73, 81-84，邦訳90-

105ページ参照。

(1カ Parys, op. c it. ， p1208. パリスの「小体系iJはスラッファの「小体系 (subsystem) J , バシネッティの

f垂直的統合部門 (vertically integrated sector) J と同じものである。 Sraffa， Piero, Product i on of Com 

modities by Means of Commodities , Cambridge University press, 1960, Pasinetti, Luigi L.,“T

he Notion of Vertical Integration Economic Analysis;' Metroeconomica, xxv, 1973を参照。

8 -
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LSj=L(I -C) らj=À j
であり，これは商品j の価値に他ならない。また， Jj林系jで投入物として用いられる商品は，

生産価格で集計するとPCSj となるから，小体系における投入商品と直接投入労働の比率を「集

計した小体系 j の資本一労働比手11 と呼ぴ，その記号を同とすれば
kij=PCSjノLSj

である。

乙乙で，生産価格体系 (13) 式を変形すれば，

P=rPC(l-C) 手(1 +r) ωL( l-C) 

(18) . 

(13)' 

となるが， (13)' 式の両辺にユニットベクトル ejを掛け， LSjで、両辺を割り， (16) 式 (17)式およ

び (18) 式を考慮するならば，

p j/ ﾀ j = r K ~ + ( 1 十 r) ω 仕切

という式を得る。そして，価値も生産価格もともに同じ任意に選ばれた商品hをニューメレル

として表現されるとするならば， λ h=Ph= 1 であるから，

1 =rKじ+(1 + r) ω 
である。したがって， (1制式から白印式を引けば

pj/ﾀi= 1 +r (K~i一K:j )

由。

位1)

という「百分比定式J (“percentage formula") を導出する乙とができる。かくして，

pゅミAル仁司AC刈Dlj~ACilADli
という前述のマルクスの同値関係J (Marぜs equivalence) は，

pj/PiミAA;件ニキ PCS i/LSjミPCS_;/LSi (K~jミkfz)
という形に定式化され直す乙とによってs 正当性を得ることになるのである。以上がパリスの

議論の要旨である。

と乙ろで， (21)式は

pj=L(I-cjej(1-T(ppsASj-PCSMLSh)JGIY 

と書直せる。価値λi L (1 -C)~jは，生産技術を表現する投入係数により決定される。また

価格の価値からの事離率 l-r (PCSj/LSjーPCSh/LSh) は，投入係数とそれにより決定され

る小体系，利潤率および価格によって決定される。乙のうち価格と利潤率は

P= (1十 r) (PC十ωL) 、 (13)

より，投入係数と貨幣賃金率とによって決ってくるから，結局，価値からの価格の事離率は投

(18) ibi d. p1210. 猶，パリスは支配的価格 (ruling prices) という語を用いているが，利潤率が均等化してい

るという意味で実体は生産価格である。

(19) 価値，価格は共i乙正であるからPAJhん同pj/pぷ/Àiが成-立することから， (21)式により直ちに
導き出す乙とができる。

nu 
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入係数と貨幣賃金率とによって決定される乙とになる。したがって， (21)' 式が意味しているこ

とは，投入係数で表現される技術と貨幣賃金率とが与えられるならば，価格と均等利潤率とは
__ _ "" ~~O; 

一意的に決定される，というスフッファの議員岡の確認にすぎないのであり， (21)' 式は(13)式がも

っ以上の意義はもちえないのである。

以上，要するに，パリスの議論においては生産価格体系(正確には生産価格体系に擬せられ

る「支配的価格体系 (ruling prices) J) は価値価格体系から独立して決定されるのであり，そ

れゆえそもそも価値からの価格の事離を定式化すること自体が意味をもたなくなるのである。パ

リスにおいても「価値の生産価格への転化問題」は解決されてはいないのである。

W. 産出構成と平均利潤率一一価格タームと価値ターム一一

本稿で前提した単純化の仮定のもとで「転形問題」を解決したとされる「通説」の欠陥は，

経済全体で各生産物の投入と産出との聞に比例的関係が存在しているという特別なケースを除

いては総計一致の 2 命題が同時に成立しないという点にあった。と乙ろで，価格タームでの平

均利潤率と価値タームでの平均利潤率とが一致する場合には，総計一致の 2 命題のうちどちら

か一方が成立すれば必ず他方が成立する乙とは明らかであるから，ある規準化のもとで総計一

致の 2 命題が成立するためには，価値タームの平均利潤率と価格タームの平均利潤率とが必ず

一致していなくてはならないのである。したがって，「通説」の問題点は，経済全体として各

生産物の投入と産出との聞に比例的関係が存在しているケース以外には(価格タームの)平均

利潤率が価値タームの平均利潤率と一致しない，という点に求められる乙とになる。

この難点を解決するために，リピエッツは，「転形問題」を生きた労働部分である総付加価

値の再配分の問題として捉え直し，総計一致の 2 命題を純生産物に限定して論ずる乙とにより，

2 命題の同時成立の一般性を論証しようとした。しかしながら， リピエッツの場合には死んだ

労働の部分である不変資本部分については総価値と総価格とが一致する保証はないのである

から， (価格タームでの)平均利潤率は価値タームでの平均利潤率とは必ずしも一致しないの

である。

他方，パリスは，対象を直接投入だけでなく間接投入をも含めた全生産物に広げる乙とによ

り，価値からの価格の事離を定式化する乙とによって「転形問題」に解決を与えようとした。

だがパリスの場合には，平均利潤率(正確には均等利潤率)は投入係数と貨幣賃金率とから決定

されるのであるから，平均利潤率と価値タームの平均利潤率との関係は，そもそも問題とはな

らないのである。

間 Sraffa op. cti. ， スラッファの場合は，価格体系はp=( 1 +r)C+ωLであるが，議論の本質は変らない。

- 10 一
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かくして，リピエッツもパリスも共に，「通説」よりも一般的な形で「転形問題」を解決し

ているとは言えないのである。問題は，どの生産物について総計一致の 2 命題を論ずるかとい

う乙とや，どの生産物を対象にして価値からの価格を論ずるかということにではなし(価格

タームでの)平均利潤率と価値タームでの平均利潤率との関係というリピエッツとパリスが共

に看過した点にあるのである。

価値タームでの平堂前胸率引は(相対産出量如何に拘らず)生産物カ三価値価格で売られるとした時の

各部門の利潤率を生産量で、ウェイトづけした力唾平明リ潤率であり， i r ﾃ=  {Ax/ A (C+ DL) X} -1 

である。この価値タームでの平均利潤率引は価値によって規定された平均利潤率であるが，

マルクスは，不均等な利潤率が資本の競争の結果的等化する均等利潤率でもあると考えたので

ある。また，価格タームでの平均利潤率 Tは各商品が市場価格で売られている時に各部門で実

現している利潤率の加重平均利潤率であり ， r ={PX/P (C+DL) X} - 1 である。

他方，均等利潤率は各部門で均等な利潤率が成立している時のその利潤率である。本稿でこ

れまで平均利潤率と呼んでいたものは， (2), (3), (7), (13)，の各式から明らかな様に，正しくは

均等利潤率なのである。均等利潤率はそれ自体が平均利潤率であるから，単なる各部門の利潤

率の加重平均である平均利率と区別するために r*と表示すれば，投入係数行列 C+DL のフ

ロベニウス根ρ を用いて r *= (1/ p ) ー 1 と表現できる。

以下では乙れら 3 つの利潤率の関係を検討する。そして「転形問題」で乙れまで看過されて

きた生産量と利潤率および相対価格の関係を明示的に論ずることによって， 「転形問題」に 1

つの解決を与える乙とにしたしぞ
議論を簡単にするため，再生産表式

XIC lPl +xld1 lP2+ πI(XIC lPl +xld1lP2) =XIPl 

X2C2Pl +x2dI 2P2+ π'2 (X2C2Pl +x2dI2P2) =X2P2 (22) 

但し払は資本蓄積率であり ， i = 1: 生産財， i = 2: 消費財である。他の記号は以前

と同一である。

で表現される 2 部門経品前提にする。そして，これまでの①~③の艇に加えて④労働者は
賃金を総て消費にふりむけ，資本家は利潤の総てを蓄積にふりむける，という仮定を設けるな

らば，間式における再生産の均衡条件は，部門間取引で

(1 +7Z'1)dl1xlP2= (1 +π'2) C2X2Pl (23) 

(2 1) 本節以下での議論は，拙稿，「生産価格と再生産表式一一 r転化問題』へのー視角一一'J ， 0'"経済学論究~，

関西学院大学，第37巻，第 3 号， 1983年， 4 月，の中で論じたものと同じである。

間標準的な生二方法は正の純生産を生ずるから，体系は自己補填的である。すなわち，純生産可能条件，

Xl>ClXl+C"X2 , x2>dl1xl+dl2, Xl>O , X2> 0 ，が満たされているから，ホーキンス=サイモンの条
件より ， 1-Cl>O , 1-dl2>O , 11- C l一dl11= 1 一d12_:'cl+Cidl2-c2dll> 0 ，である。

トc 2 1 一dl zJ



赤堀多美雄

が成立す決とである。 ω式は貨幣額で表示した均衡条件であり，市場における需要・供給の
状態を集約的に表現したものであるが，使用価値での均衡をも内包するものである。すなわち，

生産財については

(1 +π1) C 1X1十 (1 +π:2) C2X2=X1 

.・.1+π1=4-ーモι. そg___(1 +π'2)
ι1ι1 -'-1 

消費材については

(1 +π 1) dl1x1+ (1 +見)dl2x2=X2

(24) ・ 1+π1=(1十三十{ 1 一町村2) } 仰
という関係が同時に成立しているのである。

乙の白4)式および側式より，生産財生産部門の蓄積率π1 と消費財生産部門の蓄積率 πz の相対

(24) 

産出量三主l乙対する関係を求めれば，
-'-1 

C ，・壬L-dl2
ー品1 句

π1 = c2d1 1一 C 1dl1 1 
白日

-c , . ~+dl2 
πヮ=V ~ X1 - - 1 (27) 

-竺L(C 2dl1 -C 1dl2) 
-'-1 

となる。そして，白3)式K(26)式と包拭を代入して整理すれば，相対価格hーと相対産出量ムとP1 ------X1 

の聞に

dl司ーCl.~
_E__g_=~. X1 

P 1 dl1 C? • ~ dl? 
X1 

という関係式を得る乙とができる。

他方，

生産財価格 P1 = ( 1 + r 1) (C 1P 1 + dl1P 2) 

消費財価格 P2= ( 1 +r2) (C2P1 +dl2P2) 

であるから，生産財生産部門の利潤率引と相対価格与えとの聞には
P1 

官邸

白骨

間需給ノfランスは，生産財については

( 1 +7l'l)Xl (CIPl+d1lP2) = ( 1 +7l'1) XICIPl+ ( 1 +π'2) X2C2Pl 

.・. (1 +π1)XldllP2=( 1 +π2) C2Pl 

消費財については

(1 +7l'2)X2 (c2Pl+dI2P2) = (1 +π1)xld1 lP2+(1+π2)x 2d12P2 

:. (1 +π1)x 1dl 1P2= (1 +7l'2)X2C2Pl 
となり，いずれの場合も凶式となる。

側臥成は生産財についての蓄積の自由度方程式， (25)式は消費財についての蓄積の自由度方程式である。高須

賀義博，『マルクス経済学研究.h 新評論， 1979年，第 3章を参照。初出は「再生産の局面i分析ー←循環的蓄

積論序論一一J， 11経済研究J，一橋大学経済研究所，第25巻，第 3 号， 1974年。

ワ
』
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T1=J-1  
d1 1 • ~+ c? 

P1 -

消費財生産部門の利潤率 r2 と相対価格与三との聞には
J.l1 

。。

P2 
P1 

r2 - 1 

d1 2 • ~+ c? 一
P1 -

。1)

という関係がある。そして(30)式に側式を代入すれば

r1 
C2.~一dl?

31:1- 唱

c2d11-c1d12 -.1 
(32) 

。1)式に側式を代入すれば

C1.~十dl ，
r?- x1--1  2-

:2 (c 2d1 1 一 c 1d12)
・ん 1

(33) 

となる。

乙乙で，先の 3 つの利潤率を，再生産表式包2l式で示される体系の中で規定し直そう。先づ，

価値タームでの平均利潤率は

Tλ= x1λ1 +X2).2 
^ X1 (C1).1 +dI1). 2) +X2 (C2λ1 +d12λ2) 

であるが，価値 λh ).2は，連立方程式

(34) 

C1λ1十九=).1

C2λ1+ 12=).2 
1 , C2 

を解くことにより， λ 一ー一一一-， ).一一一一一 . 11+12であるから，1 - 1 -C 1 ' '¥ 2-i -C 1 

れ= 寸土711+三十(す-c- /1+ら)
1411 十 dl 1(す石山2)+含(寸告-;-/ 1 +dI2 ( 1C_:_c1 [1+/2)) 

(35) 

である。また，価格タームの平均利潤率は，

r= X1P1 +X2P2 
-Z1(clP1+d132)+Z2(czh+dlzpz)1 

(36) 

であるが，乙れに担割式を代入して，

T 

ω・(号) 2 _ 2 c2dl 1 ・ 3子 + d211/2 

(c山dI2-c2dI 1) (号) 2 +c1d21112-c2 (dI1) 2 
-1 。切

となる。 (3日式および閉式から明らかな様I r.，価値タームの平均利潤率も価格タームの平均利

潤率も共に相対産出量知何によって異なる値をとるのである。

均等利潤率げは，連立方程式

円
、υ
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(1+げ) (CIPl +dI1pz) =Pl 

(1 +げ) (CZPl +dlzpz) =pz 

を解く乙とにより，

* T 
2 

Cl +d11 +./ (Cl一dlz) z + 4 czdl1 
(38) ー 1

となる乙とが解る。均等利潤率は，技術および(労働力の価値に相当する)実質賃金率が所与

である限り，相対産出量からは独立して，側式で示されるある 1 つの値をとる。

乙乙で各生産部門の利潤率 rl ・ rz ， 価値タームでの平均利潤率 rÀ ， 価格タームでの平均利潤

率 r ， 均等利潤率向，相対産出量主主との関係を図示すれば，下図ぬになる。価値価格械
Xl 

立させている相対産出

量24のもとでは，価
X� 

値タームの平均利潤率

rÀと価格タームの平均

利潤率 T とは一致して

いるが，それらは均等

利潤率げとは異なっ

た{直である。マルクス

は平均利潤率と均等利

潤率とを明確に区別し

ていなかったので，マ

ルクスの「価値の生産

価格への転化」論は，

商品が価値価格で売ら

れるならば生産財生産

部内ではね h 消費財

生産部門ではれ2 とい

う不均等な利潤率が粛

されるが，資本の競争

の結果両部門の利潤率

は刊に均等化するとい

T 1

・

T
 

rz 
(33) 

，
e
'
r

伊
'

t
a
'
 (32) 

Tλz 

Xz 

Xl 

間
-

'
t
I
-

園
、

A

-
T
 

r~ 

* T 
(38) 

r À, 

dl1 

Cl 

dl2 

C2 

う論旨になり，矢印A山ぴBCで示す乙とができる。乙のねは相対産出量計I乙対応する平

間図は，生産財生産部門の資本ー労働比率が消費財生産部門の資本一労働比率よりも高い(??>号)
と仮定して描かれている。
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均利潤4鳥、あって均等利潤率で、はない。利潤率が均等化するのはねで、はなくてげという値にM 

おいてであるから，マルクスの「価値の生産価格への転イ七」論は，総計一致の 2 命題の同時的

成立という問題以前に，先づ理論の組立において問題があったと言わねばならないのである。

他方，置塩氏の論点は，

Pt+ 1 
Pt.X 

-一・ーー、ー・ Pt (C+DL) (5) 

という反復計算を P 1=Aである t = 1 から始めて t=∞まで遂行するならば価格タームでの

平均利潤率が均等利潤率刊に収束する乙とを明らかにする乙とにより，価値価格のもとでの

不均等な各部門の利潤率け，バが均等利潤率げに均等化し「生産の生産価相への転化」が完

了するというものである。置塩氏の「転化」の理論的枠組は， (5)式から分る通り，相対産出量

音順与一昨だけをくり返し「転化」拘るというも…，矢印CD で示
Pl 

すことができる。したがって図から明らかなように，一般的には均等利潤率げと価値ターム

での平均利潤率引とは相違するからどのような規準化を行っても総計一致の 2 命題は同時に

は成立せず，価値による生産価格の規制を言うことができない。

そこで森嶋氏は，経済全体として投入と産出との聞に数量的比例関係が存在すれば相対価格

がいかなるものであっても平均利潤率は一定不変である，という点に着目して産出量を予め

そも乙収数させたうえで，かかる産出量のもとでは価値タームの平均利潤率向一致すること
品1

を明らかにし，また森嶋一シートン方程式

占 ADLX*
r=r-'-=e A (C+DL)X* =r). (6) 

を媒介にして，均等利潤率r*が価値の範鴎で、定義で、きることを示した。要するに森嶋氏の論

点は，経済全体として投入と産出との聞に数量的比例関係があるならば，あるいは価値体系を

フォンーノイマン経済成長径路の産出量比でウェイトづけるならば，マルクスの「価値の価格

への転化」論における総計一致の 2 命題は同時に成立し，「転形問題」が解決されるというも
J 

のである。森嶋氏の方法は，いわば産出量ドけを予めーιに調整しT うえで「転形問題」の解-ZT-
決が図られるというものであるから，図の矢印DE で表わすととができる。しかしながら，図

においてE 点が倒， (33), (3日， (37)，側の 5 つの曲線の交点である乙とから解る通り，現実に均等
* 利潤率げが成立するのは相対産出量がZTである場合，即ち経済全体として投入と産出との間

Xl'-

l乙数量的比例関係がある場合だけである。つまり，「価値の生産価格への転化」の背後には，

経済全体として投入と産出との聞に数量的比例性があるという特定の再生産構造が必ず存在し

側相対産出量が会である時には，価格タームの平均利潤率は同時K価値タームの平均利潤率でもある。
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巴自由
ていなければならないのであり，したがって「価値の生産価格への転イ七」は図の矢印AE ・ BE

で示されるものでなけれぽならないのである。かかる点を明確にする乙とによってはじめて，

価値体系をフォンーノイマン経済成長径路の産出量でウェイトづけする ζ とによって「転形

問題」を解決する森嶋氏の議論は意味をもちうるのである.。

v. 結語

価値総額は生産価格総額に等しく，剰余価値総額は利潤総額に等しい，という総計一致の 2

命題が，産出体系が経済全体で投入と産出との聞に比例性をもっ場合を除いては一般的には同

時に成立しない，という「通説」の難点は，リピエッツの様に総計の対象を純生産物に限定し

でも，あるいはパリスの様に直接的投入のみならず間接的投入をも含めて価値と価格との関係

を定式化しても，解消するととができない。そのようにするのではなくて，むしろ難点とされ

てきた点乙そが問直されるべきであったのである。つまり，均等利潤率が成立するのは産出体

系が経済全体として投入と産出との聞に比例性をもっ場合だけである，という 1 点，すなわち

「価値の生産価格への転化」が行われるのはまさにかかる場合だけである，という乙とを明確

にするならば，難点は解消されるのである。いうまでもなしそれ以外の場合には価値は生産

価格に転化しないのであるから，そもそも「転形問題」の対象とはならないのである o

「転形問題」をめぐるこれまでの議論は，価格体系と数量体系の双対性にのみ着目し，両体

系を関連づけて論じてとなかったために，乙の重要な論点を看過した様に思われる。「転形問

題」は，いわば価値視点である価格体系と使用価格視点である数量体系とを統一的に論ずる乙

とによってのみ解決されうるのであり，またそうする乙とによって，マルクスが「資本は，種

々の生産部門における平均利潤率が同じになるような。したがって諸価値が生産価格に転化さ

れるような，需要に対する供給の比率を生せeしめ d! と述べている意味も明らかになるのであ
る。

聞 との点に関して， r=f(y* e)という式ではあるが，平均利潤率が産出構成に依存して決定されるという点

をリピエッ、メが強調している乙とは正鵠を得ている。

側 『資本論.!.第三巻，同上， 307ページ。乙の需給比率は資本の競争による収束値なのではなく，いわば経

済変動の中心をなす成長トレンドとして措定されるべきものである。'
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